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内 

閣 

府
、
総 

務 

省
、
財 

務 

省
、 

○
文
部
科
学
省
、
厚
生
労
働
省
、
農
林
水
産
省
、
令
第
十
号 

 
経
済
産
業
省
、
国
土
交
通
省
、
環 

境 

省 

 

物
資
の
流
通
の
効
率
化
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
七
年
法
律
第
八
十
五
号
）
第
四
十
五
条
第
二
項
、
第
三
項
、
第
六

項
及
び
第
七
項
、
第
四
十
六
条
、
第
四
十
七
条
第
一
項
各
号
列
記
以
外
の
部
分
、
同
項
第
三
号
及
び
第
三
項
並
び
に
第

四
十
八
条
並
び
に
物
資
の
流
通
の
効
率
化
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
平
成
十
七
年
政
令
第
二
百
九
十
八
号
）
第
六
条
第

一
項
及
び
第
七
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
並
び
に
同
法
を
実
施
す
る
た
め
、
物
資
の
流
通
の
効
率
化
に
関
す
る
法

律
の
規
定
に
基
づ
く
荷
主
に
係
る
届
出
等
に
関
す
る
命
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。 

 
 

令
和
七
年
八
月
二
十
九
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

内
閣
総
理
大
臣 

石
破 

 

茂 

総
務
大
臣 

村
上
誠
一
郎 

財
務
大
臣 

加
藤 

勝
信 

文
部
科
学
大
臣 

阿
部 

俊
子 

厚
生
労
働
大
臣 

福
岡 

資
麿 

農
林
水
産
大
臣 

小
泉
進
次
郎 

経
済
産
業
大
臣 

武
藤 

容
治 
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国
土
交
通
大
臣 

中
野 

洋
昌 

環
境
大
臣 

浅
尾
慶
一
郎 

物
資
の
流
通
の
効
率
化
に
関
す
る
法
律
の
規
定
に
基
づ
く
荷
主
に
係
る
届
出
等
に
関
す
る
命
令 

（
特
定
第
一
種
荷
主
の
指
定
に
係
る
貨
物
の
重
量
の
算
定
方
法
） 

第
一
条 

物
資
の
流
通
の
効
率
化
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
以
下
「
令
」
と
い
う
。
）
第
六
条
第
一
項
の
主
務
省
令
で

定
め
る
方
法
は
、
次
に
掲
げ
る
方
法
と
す
る
。 

一 

実
測 

二 

対
象
貨
物
（
令
第
六
条
第
二
項
に
規
定
す
る
「
対
象
貨
物
」
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
（
第
六
号
を
除
く
。
）

及
び
第
三
条
第
一
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
単
位
数
量
当
た
り
の
重
量
に
当
該
対
象
貨
物
の
数
量
を
乗
ず
る
方

法 

三 

対
象
貨
物
の
容
積
に
当
該
対
象
貨
物
の
比
重
を
乗
ず
る
方
法
そ
の
他
の
当
該
対
象
貨
物
の
容
積
を
当
該
対
象

貨
物
の
重
量
に
換
算
す
る
方
法 

四 

対
象
貨
物
の
運
送
に
係
る
貨
物
自
動
車
の
最
大
積
載
量
又
は
平
均
積
載
量
に
当
該
貨
物
自
動
車
の
台
数
を
乗
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ず
る
方
法 

五 
対
象
貨
物
の
売
上
額
又
は
仕
入
額
を
当
該
対
象
貨
物
の
単
位
重
量
当
た
り
の
額
で
除
す
る
方
法 

六 

第
二
種
荷
主
と
し
て
第
五
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
り
令
第
七
条
第
二
項
に
規
定
す
る
対
象
貨
物

の
重
量
（
以
下
こ
の
号
及
び
第
五
条
第
一
項
第
六
号
に
お
い
て
「
受
渡
し
貨
物
重
量
」
と
い
う
。
）
を
算
定
し

た
場
合
で
あ
っ
て
、
当
該
受
渡
し
貨
物
重
量
が
令
第
六
条
第
二
項
に
規
定
す
る
対
象
貨
物
の
重
量
（
以
下
こ
の

号
及
び
第
五
条
第
一
項
第
六
号
に
お
い
て
「
委
託
貨
物
重
量
」
と
い
う
。
）
と
お
お
む
ね
一
致
す
る
と
き
は
、

当
該
受
渡
し
貨
物
重
量
を
委
託
貨
物
重
量
と
み
な
す
方
法 

七 

対
象
貨
物
に
係
る
運
送
契
約
又
は
物
品
の
売
買
そ
の
他
の
取
引
の
契
約
に
お
い
て
重
量
が
定
め
ら
れ
て
い
る

場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
重
量
（
令
第
六
条
第
一
項
の
当
該
年
度
の
前
年
度
に
行
わ
せ
た
運
送
に
係
る
も
の
に

限
る
。
）
を
運
送
ご
と
に
区
分
す
る
方
法 

八 

貨
物
の
特
性
そ
の
他
の
事
情
に
よ
り
前
各
号
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
り
対
象
貨
物
の
重
量
を
算
定
す
る
こ
と
が

困
難
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
対
象
貨
物
の
重
量
を
適
確
に
算
定
で
き
る
と
認
め
ら
れ

る
方
法 
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２ 

前
項
の
算
定
に
当
た
っ
て
は
、
郵
便
物
、
信
書
便
物
（
民
間
事
業
者
に
よ
る
信
書
の
送
達
に
関
す
る
法
律
（
平
成

十
四
年
法
律
第
九
十
九
号
）
第
二
条
第
三
項
に
規
定
す
る
信
書
便
物
を
い
う
。
第
五
条
第
二
項
に
お
い
て
同
じ
。
）

若
し
く
は
特
別
宅
配
貨
物
（
特
別
積
合
せ
貨
物
運
送
（
貨
物
自
動
車
運
送
事
業
法
（
平
成
元
年
法
律
第
八
十
三
号
）

第
二
条
第
六
項
に
規
定
す
る
特
別
積
合
せ
貨
物
運
送
を
い
う
。
第
五
条
第
二
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
又
は
こ
れ
に

準
ず
る
貨
物
の
運
送
で
あ
っ
て
、
一
の
運
送
契
約
に
よ
り
一
個
の
貨
物
を
運
送
す
る
方
法
に
よ
る
運
送
が
行
わ
れ

る
、
一
個
当
た
り
の
重
量
が
三
十
キ
ロ
グ
ラ
ム
以
内
の
貨
物
を
い
い
、
当
該
貨
物
と
同
時
に
受
渡
し
が
行
わ
れ
る

他
の
貨
物
と
の
合
計
の
重
量
が
百
五
十
キ
ロ
グ
ラ
ム
未
満
の
も
の
に
限
る
。
）
又
は
軽
量
な
資
材
若
し
く
は
事
務

用
品
の
重
量
を
考
慮
し
な
い
こ
と
が
で
き
る
。 

（
特
定
荷
主
の
指
定
に
係
る
貨
物
の
重
量
に
関
す
る
届
出
） 

第
二
条 

物
資
の
流
通
の
効
率
化
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
四
十
五
条
第
二
項
及
び
第
六
項
の
規

定
に
よ
る
届
出
は
、
毎
年
度
五
月
末
日
ま
で
に
、
様
式
第
一
に
よ
る
届
出
書
を
提
出
し
て
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

た
だ
し
、
災
害
そ
の
他
や
む
を
得
な
い
事
由
に
よ
り
当
該
期
限
ま
で
に
提
出
し
て
す
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
と
き

は
、
荷
主
事
業
所
管
大
臣
が
当
該
事
由
を
勘
案
し
て
定
め
る
期
限
ま
で
に
提
出
し
て
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 
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第
三
条 

法
第
四
十
五
条
第
二
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
対
象
貨
物
の
合
計
の
重
量
の
状
況
（
次
年
度
以
降

に
お
け
る
対
象
貨
物
の
合
計
の
重
量
が
令
第
六
条
第
三
項
の
数
値
以
上
に
な
ら
な
い
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
場
合

に
あ
っ
て
は
、
そ
の
旨
及
び
そ
の
理
由
並
び
に
対
象
貨
物
の
合
計
の
重
量
の
状
況
）
と
す
る
。 

２ 

法
第
四
十
五
条
第
六
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
対
象
貨
物
（
令
第
七
条
第
二
項
に
規
定
す
る
「
対
象
貨

物
」
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
並
び
に
第
五
条
第
一
項
第
二
号
か
ら
第
五
号
ま
で
、
第
七
号
及
び
第
八
号
に
お
い
て

同
じ
。
）
の
合
計
の
重
量
の
状
況
（
次
年
度
以
降
に
お
け
る
対
象
貨
物
の
合
計
の
重
量
が
令
第
七
条
第
三
項
の
数

値
以
上
に
な
ら
な
い
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
旨
及
び
そ
の
理
由
並
び
に
対
象
貨
物
の
合

計
の
重
量
の
状
況
）
と
す
る
。 

（
特
定
荷
主
に
係
る
指
定
の
取
消
し
の
申
出
） 

第
四
条 

法
第
四
十
五
条
第
三
項
及
び
第
七
項
の
規
定
に
よ
る
申
出
は
、
様
式
第
二
に
よ
る
申
出
書
を
提
出
し
て
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
特
定
第
二
種
荷
主
の
指
定
に
係
る
貨
物
の
重
量
の
算
定
方
法
） 

第
五
条 

令
第
七
条
第
一
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
方
法
は
、
次
に
掲
げ
る
方
法
と
す
る
。 
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一 

実
測 

二 
対
象
貨
物
の
単
位
数
量
当
た
り
の
重
量
に
当
該
対
象
貨
物
の
数
量
を
乗
ず
る
方
法 

三 

対
象
貨
物
の
容
積
に
当
該
対
象
貨
物
の
比
重
を
乗
ず
る
方
法
そ
の
他
の
当
該
対
象
貨
物
の
容
積
を
当
該
対
象

貨
物
の
重
量
に
換
算
す
る
方
法 

四 

対
象
貨
物
の
運
送
に
係
る
貨
物
自
動
車
の
最
大
積
載
量
又
は
平
均
積
載
量
に
当
該
貨
物
自
動
車
の
台
数
を
乗

ず
る
方
法 

五 

対
象
貨
物
の
売
上
額
又
は
仕
入
額
を
当
該
対
象
貨
物
の
単
位
重
量
当
た
り
の
額
で
除
す
る
方
法 

六 

第
一
種
荷
主
と
し
て
第
一
条
第
一
項
各
号
（
第
六
号
を
除
く
。
）
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
り
委
託
貨
物
重
量
を

算
定
し
た
場
合
で
あ
っ
て
、
当
該
委
託
貨
物
重
量
が
受
渡
し
貨
物
重
量
と
お
お
む
ね
一
致
す
る
と
き
は
、
当
該

委
託
貨
物
重
量
を
受
渡
し
貨
物
重
量
と
み
な
す
方
法 

七 

対
象
貨
物
に
係
る
物
品
の
売
買
そ
の
他
の
取
引
の
契
約
に
お
い
て
重
量
が
定
め
ら
れ
て
い
る
場
合
に
あ
っ
て

は
、
当
該
重
量
（
令
第
七
条
第
一
項
の
当
該
年
度
の
前
年
度
に
お
け
る
運
転
者
と
の
間
の
受
渡
し
に
係
る
も
の

に
限
る
。
）
を
運
転
者
と
の
間
の
受
渡
し
ご
と
に
区
分
す
る
方
法 
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八 

貨
物
の
特
性
そ
の
他
の
事
情
に
よ
り
前
各
号
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
り
対
象
貨
物
の
重
量
を
算
定
す
る
こ
と
が

困
難
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
対
象
貨
物
の
重
量
を
適
確
に
算
定
で
き
る
と
認
め
ら
れ

る
方
法 

２ 

前
項
の
算
定
に
当
た
っ
て
は
、
郵
便
物
、
信
書
便
物
若
し
く
は
宅
配
貨
物
（
特
別
積
合
せ
貨
物
運
送
又
は
こ
れ
に

準
ず
る
貨
物
の
運
送
で
あ
っ
て
、
一
の
運
送
契
約
に
よ
り
一
個
の
貨
物
を
運
送
す
る
方
法
に
よ
る
運
送
が
行
わ
れ

る
、
一
個
当
た
り
の
重
量
が
三
十
キ
ロ
グ
ラ
ム
以
内
の
貨
物
を
い
う
。
）
又
は
軽
量
な
資
材
若
し
く
は
事
務
用
品

の
重
量
を
考
慮
し
な
い
こ
と
が
で
き
る
。 

（
中
長
期
的
な
計
画
の
提
出
） 

第
六
条 

法
第
四
十
六
条
の
規
定
に
よ
る
中
長
期
的
な
計
画
（
次
項
に
お
い
て
「
計
画
」
と
い
う
。
）
の
提
出
は
、
毎

年
度
七
月
末
日
ま
で
に
、
様
式
第
三
に
よ
る
計
画
書
（
次
項
に
お
い
て
「
計
画
書
」
と
い
う
。
）
に
よ
り
行
わ
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
災
害
そ
の
他
や
む
を
得
な
い
事
由
に
よ
り
当
該
期
限
ま
で
に
行
う
こ
と
が
困
難
で

あ
る
と
き
は
、
荷
主
事
業
所
管
大
臣
が
当
該
事
由
を
勘
案
し
て
定
め
る
期
限
ま
で
に
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
計
画
の
内
容
が
前
年
度
か
ら
変
更
が
な
い
と
き
は
、
計
画
を
最
後
に
提
出
し
た
日
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の
属
す
る
年
度
の
初
日
か
ら
起
算
し
て
五
年
を
超
え
な
い
範
囲
内
で
特
定
荷
主
が
計
画
に
お
い
て
定
め
る
期
間
の

終
期
の
属
す
る
年
度
の
翌
年
度
の
七
月
末
日
ま
で
に
、
計
画
書
を
提
出
す
れ
ば
足
り
る
。 

（
物
流
統
括
管
理
者
の
選
任
） 

第
七
条 

法
第
四
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
物
流
統
括
管
理
者
の
選
任
は
、
次
に
掲
げ
る
と
こ
ろ
に
よ
り
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

物
流
統
括
管
理
者
を
選
任
す
べ
き
事
由
が
生
じ
た
日
以
後
遅
滞
な
く
選
任
す
る
こ
と
。 

二 

法
第
四
十
五
条
第
一
項
及
び
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
を
受
け
た
特
定
荷
主
に
あ
っ
て
は
、
同
一
の
者
を

特
定
第
一
種
荷
主
及
び
特
定
第
二
種
荷
主
の
物
流
統
括
管
理
者
と
し
て
選
任
す
る
こ
と
。 

三 

法
第
六
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
を
受
け
た
特
定
荷
主
に
あ
っ
て
は
、
同
一
の
者
を
特
定
連
鎖
化

事
業
者
及
び
特
定
第
一
種
荷
主
又
は
特
定
第
二
種
荷
主
の
物
流
統
括
管
理
者
と
し
て
選
任
す
る
こ
と
。 

（
物
流
統
括
管
理
者
の
業
務
） 

第
八
条 

法
第
四
十
七
条
第
一
項
第
三
号
の
主
務
省
令
で
定
め
る
業
務
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。 

一 

第
十
条
の
報
告
書
の
作
成
事
務
に
関
す
る
こ
と
。 
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二 

貨
物
自
動
車
運
送
役
務
の
持
続
可
能
な
提
供
の
確
保
に
資
す
る
運
転
者
の
運
送
及
び
荷
役
等
の
効
率
化
（
以

下
こ
の
条
に
お
い
て
「
効
率
化
」
と
い
う
。
）
の
た
め
の
開
発
、
生
産
、
流
通
、
販
売
、
調
達
、
在
庫
管
理
そ

の
他
の
貨
物
の
運
送
又
は
受
渡
し
に
関
係
す
る
業
務
に
係
る
各
部
門
間
の
連
携
体
制
の
構
築
及
び
効
率
化
に
関

す
る
従
業
者
の
意
識
の
向
上
に
関
す
る
こ
と
。 

三 

特
定
荷
主
が
管
理
す
る
施
設
に
お
け
る
効
率
化
に
関
す
る
情
報
処
理
シ
ス
テ
ム
そ
の
他
の
設
備
の
維
持
及
び

新
設
、
改
造
又
は
撤
去
並
び
に
物
資
の
流
通
に
係
る
器
具
、
設
備
、
デ
ー
タ
等
の
標
準
化
に
関
す
る
計
画
の
作

成
、
実
施
及
び
評
価
に
関
す
る
こ
と
。 

四 

効
率
化
に
向
け
た
取
引
先
そ
の
他
の
関
係
者
と
の
連
携
及
び
調
整
に
関
す
る
こ
と
。 

五 

法
第
五
十
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
報
告
の
作
成
事
務
に
関
す
る
こ
と
。 

（
物
流
統
括
管
理
者
の
選
任
又
は
解
任
の
届
出
） 

第
九
条 

法
第
四
十
七
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
様
式
第
四
に
よ
る
届
出
書
を
提
出
し
て
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。 

（
定
期
の
報
告
） 
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第
十
条 

法
第
四
十
八
条
の
規
定
に
よ
る
報
告
は
、
毎
年
度
七
月
末
日
ま
で
に
、
様
式
第
五
に
よ
る
報
告
書
を
提
出
し

て
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
災
害
そ
の
他
や
む
を
得
な
い
事
由
に
よ
り
当
該
期
限
ま
で
に
提
出
し
て
す

る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
と
き
は
、
荷
主
事
業
所
管
大
臣
が
当
該
事
由
を
勘
案
し
て
定
め
る
期
限
ま
で
に
提
出
し
て

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

第
十
一
条 

法
第
四
十
八
条
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
前
年
度
に
お
け
る
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。 

一 

法
第
四
十
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
判
断
の
基
準
の
遵
守
状
況
そ
の
他
の
運
転
者
の
荷
待
ち
時
間
等
の
短
縮

及
び
運
転
者
一
人
当
た
り
の
一
回
の
運
送
ご
と
の
貨
物
の
重
量
の
増
加
を
図
る
た
め
の
措
置
の
実
施
状
況 

二 

荷
待
ち
時
間
等
の
状
況 

（
立
入
検
査
の
身
分
証
明
書
） 

第
十
二
条 

法
第
五
十
条
第
三
項
の
証
明
書
の
様
式
は
、
様
式
第
六
に
よ
る
も
の
と
す
る
。 
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様式第１（第２条関係） 

 

 

貨物の運送の委託及び受渡しの状況届出書 

 

                殿 

                                     年  月  日 

住 所 

法人名 

法人番号 

代表者の役職名 

代表者の氏名              

 

 物資の流通の効率化に関する法律第 45 条第２項又は第６項の規定に基づき、次のとおり届け出

ます。 

 

１．事業者に関する事項 

 事業者の名称   

 主たる事務所の所在地 〒  

 主たる事業   

 主たる事業の細分類番号        

 
貨物の運送の委託の状況

（   年度） 
□ ９万トン以上 トン  

 
貨物の受渡しの状況

（   年度） 
□ ９万トン以上 トン  

 
備  考  

 

  

 

２．作成担当者連絡先 

所在地 
〒 

事業所名  

所属部課  

氏名  

電話番号  

メールアドレス  
 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。  
２ 「主たる事業」、「主たる事業の細分類番号」の欄には、当該荷主において行われる事業に

ついて、日本標準産業分類の細分類に従い、分類の名称及び番号を記入すること。  
３ 貨物の運送の委託の状況が物資の流通の効率化に関する法律施行令（以下「令」とい

う。）第６条第３項の数値（法第 45 条第１項に規定する基準重量）以上である場合には、
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貨物の運送の委託の状況の欄にチェックを記入すること。また、可能であれば具体的
な重量の数値を記載すること。 

４ 貨物の受渡しの状況が令第７条第３項の数値（法第 45 条第５項に規定する基準重量）以
上である場合には、貨物の受渡しの状況の欄にチェックを記入すること。また、可能
であれば具体的な重量の数値を記載すること。 

５ 次年度以降において、貨物の運送の委託の状況が令第６条第３項の数値以上にならな
いことが明らかである場合又は貨物の受渡しの状況が令第７条第３項の数値以上に
ならないことが明らかである場合は、その旨及びその理由を備考の欄に記入すること。 
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様式第２（第４条関係） 

 

 

特定荷主指定取消申出書 

 

           殿 

                               年   月   日 

                                            

住 所 

法人名 

法人番号 

代表者の役職名 

代表者の氏名               

 

  物資の流通の効率化に関する法律第 45 条第３項又は第７項の規定に基づき、特定荷主の指定の

取消しを申し出ます。 

  

１．特定荷主の概要等 

 

特定荷主の

概要 

特定荷主番号   

 事業者の名称   

 主たる事務所の 

所在地 

〒  

 主たる事業   

 主たる事業の細分

類番号 
    

 

 

 
貨物の運送の委託

の状況（  年度） 

 

 

                      トン 

 

  

  

 貨物の受渡しの状

況（  年度） 

 

トン 

 

 

指定の取消

しを申し出

る理由 
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備考 

  

 

２．作成担当者連絡先 

所在地 
〒 

 

事業所名  

所属部課  

氏名  

電話番号  

メールアドレス  
 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
   ２ 「主たる事業」、「主たる事業の細分類番号」の欄には、当該荷主において行われる事業に

ついて、日本標準産業分類の細分類に従い、分類の名称及び番号を記入すること。 
３ 特定第一種荷主の指定の取消しを申し出る場合には、貨物の運送の委託の状況の欄に、

前年度における当該状況を記入すること。 
４ 特定第二種荷主の指定の取消しを申し出る場合には、貨物の受渡しの状況の欄に、前

年度における当該状況を記入すること。 
５ 「指定の取消しを申し出る理由」の欄には、第一種荷主又は第二種荷主に該当しなくなった

ときはその旨を、貨物の運送の委託の状況が令第６条第３項の数値以上となる見込み
がなくなったとき、又は貨物の受渡しの状況が令第７条第３項の数値以上となる見込み
がなくなったときは、第１条第１項第６号に規定する委託貨物重量又は受渡し
貨物重量の当年度及び次年度の見込み並びにこれらの見込みの根拠を記入する
こと。 
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様式第３（第６条関係） 

 

 

中 長 期 計 画 書  

 

             殿      

 

                                                 年    月    日 

 

住 所 

法人名 

法人番号 

代表者の役職名 

代表者の氏名               

 

物資の流通の効率化に関する法律第 46条の規定に基づき、次のとおり提出します。 

 

Ⅰ 特定荷主の名称等 

特定荷主番号  

事業者の名称  

主たる事務所の所在地 
〒 

 

主たる事業  

主たる事業の細分類番号       

区分 □ 特定第一種荷主 □ 特定第二種荷主 

物流統括管理者の 

役職名・氏名 

役職名 

氏 名 

作成担当者 

連絡先 

所在地 〒 

 

職名 

氏名 

電話番号（     －     －     ） 

メールアドレス               

計画期間 （     ）年度 ～（     ）年度 □計画内容の変更有り 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 「特定荷主番号」の欄には、荷主事業所管大臣が付与する番号を記入すること。 

３ 「主たる事業」、「主たる事業の細分類番号」の欄には、当該荷主において行われる事業に

ついて、日本標準産業分類の細分類に従い、分類の名称及び番号を記入すること。 

４ 「区分」の欄について、該当箇所にチェックを入れること。 

５ 「計画期間」の欄について、計画の内容が、直近に提出した計画から変更がある場合は、

「計画内容の変更有り」にチェックを入れること。 
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Ⅱ 運転者一人当たりの一回の運送ごとの貨物の重量の増加に関する計画 

１．特定第一種荷主 

１－１ 計画内容 

実施措置 計画内容（具体的な措置の内容、目標 等） 実施時期 

   

   

   

   

   

 

１－２ その他運転者一人当たりの一回の運送ごとの貨物の重量の増加に関する事項及び参考情報 

 

備考 １－２には、１－１に記入した計画に関連する上位の計画がある場合には、必要に応じ、当該

計画内容及び計画における当該事業者の位置付け等について記入すること。また、計画に関す

る参考情報等がある場合には、当該情報等を記入すること。 
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２．特定第二種荷主 

２－１ 計画内容 

実施措置 計画内容（具体的な措置の内容、目標 等） 実施時期 

   

   

   

   

   

 

２－２ その他運転者一人当たりの一回の運送ごとの貨物の重量の増加に関する事項及び参考情報 

 

備考 ２－２には、２－１に記入した計画に関連する上位の計画がある場合には、必要に応じ、当該

計画内容及び計画における当該事業者の位置付け等について記入すること。また、計画に関す

る参考情報等がある場合には、当該情報等を記入すること。 
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Ⅲ 運転者の荷待ち時間の短縮に関する計画 

１．特定第一種荷主 

１－１ 計画内容 

実施措置 計画内容（具体的な措置の内容、目標 等） 実施時期 

   

   

   

   

   

 

１－２ その他運転者の荷待ち時間の短縮に関する事項及び参考情報 

 

備考 １－２には、１－１に記入した計画に関連する上位の計画がある場合には、必要に応じ、当該

計画内容及び計画における当該事業者の位置付け等について記入すること。また、計画に関す

る参考情報等がある場合には、当該情報等を記入すること。 
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２．特定第二種荷主 

２－１ 計画内容 

実施措置 計画内容（具体的な措置の内容、目標 等） 実施時期 

   

   

   

   

   

 

２－２ その他運転者の荷待ち時間の短縮に関する事項及び参考情報 

 

備考 ２－２には、２－１に記入した計画に関連する上位の計画がある場合には、必要に応じ、当該

計画内容及び計画における当該事業者の位置付け等について記入すること。また、計画に関す

る参考情報等がある場合には、当該情報等を記入すること。 
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Ⅳ 運転者の荷役等時間の短縮に関する計画 

１．特定第一種荷主 

１－１ 計画内容 

実施措置 計画内容（具体的な措置の内容、目標 等） 実施時期 

   

   

   

   

   

 

１－２ その他運転者の荷役等時間の短縮に関する事項及び参考情報 

 

備考 １－２には、１－１に記入した計画に関連する上位の計画がある場合には、必要に応じ、当該

計画内容及び計画における当該事業者の位置付け等について記入すること。また、計画に関す

る参考情報等がある場合には、当該情報等を記入すること。 
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２．特定第二種荷主 

２－１ 計画内容 

実施措置 計画内容（具体的な措置の内容、目標 等） 実施時期 

   

   

   

   

   

 

２－２ その他運転者の荷役等時間の短縮に関する事項及び参考情報 

 

備考 ２－２には、２－１に記入した計画に関連する上位の計画がある場合には、必要に応じ、当該

計画内容及び計画における当該事業者の位置付け等について記入すること。また、計画に関す

る参考情報等がある場合には、当該情報等を記入すること。 
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様式第４（第９条関係） 

 

物流統括管理者  選任・解任届出書 

 

                  殿 

                                     年  月  日     

住 所 

法人名 

法人番号 

代表者の役職名 

代表者の氏名 

  

物資の流通の効率化に関する法律第 47条第３項の規定に基づき、次のとおり届け出ます。 

 １．特定荷主に関する事項 

特定荷主番号  

事業者の名称  

主たる事務所の所在地 
〒 

 
 

 

２．物流統括管理者の氏名等 

選任の年月日 年 月 日 年 月 日 

解任の年月日 年 月 日 年 月 日 

役職名   

氏名   

選任又は解任の 

理由 
  

 

３．作成担当者連絡先 

所在地 
〒 

 

事業所名  

所属部課  

氏名  

電話番号  
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メールアドレス  

 

備 考  

 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

 ２ 「特定荷主番号」の欄には、荷主事業所管大臣が付与する番号を記入すること。 
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様式第５（第 10条関係） 

 

定 期 報 告 書  

 

 

        殿 

 

 

                                                  年    月     日 

 

住 所  

法人名  

法人番号  

代表者の役職名  

代表者の氏名  

     

物資の流通の効率化に関する法律第 48条の規定に基づき、次のとおり報告します。 

 

Ⅰ 特定荷主の名称等 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 「特定荷主番号」の欄には、荷主事業所管大臣が付与する番号を記入すること。 

３ 「主たる事業」、「主たる事業の細分類番号」の欄には、当該荷主において行われる事業に

ついて、日本標準産業分類の細分類に従い、分類の名称及び番号を記入すること。 

４ 「区分」の欄について、該当区分にチェックを入れること。 

  

特定荷主番号  

事業者の名称  

主たる事務所の所在地 
〒 

 

主たる事業  

主たる事業の細分類番

号 
    

 

区分 □ 特定第一種荷主 □ 特定第二種荷主 

物流統括管理者の 

役職名・氏名 

役職名 

氏 名 

作成担当者 

連絡先 

所在地 〒 

 

職名 

氏名 

電話番号（         －     －      ） 

メールアドレス               
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Ⅱ 運転者の運送及び荷役等の効率化に関する判断基準の遵守状況 

１ 特定第一種荷主 

対象項目 遵守状況 

運転者一人 

当たりの一回の

運送ごとの 

貨物の重量の 

増加に関する 

措置 

① 貨物の運送の委託の時から貨物を引き渡し、又は受け取るべき時までの間に、貨物自動車運送事

業者等が他の貨物との積合せ、配送の共同化、運送の帰路における車両への貨物の積載その他の措

置を講ずるために必要な時間を把握することその他の措置により、当該時間を確保すること。 

実施状況の詳細 

□ ほぼ全ての発注で実施している 

□ 大半の発注で実施している 

□ 一部の発注で実施している 

□ 実施していない 

具体的な措

置の内容 
 

実施してい

ない理由 
 

② 貨物の出荷量及び入荷量の適正化を図ること。 

 

②-1 貨物の量の平準化を図ること。 

実施状況の詳細 

□ ほぼ全ての発注で実施している 

□ 大半の発注で実施している 

□ 一部の発注で実施している 

□ 実施していない 

②-2 貨物の受渡しを行う日及び時刻又は時間帯の集約を図ること。 

実施状況の詳細 

□ ほぼ全ての発注で実施している 

□ 大半の発注で実施している 

□ 一部の発注で実施している 

□ 実施していない 

②-3 ②-1 及び 2 以外の措置により、貨物の出荷量及び入荷量の適正化を図ること。 

実施状況の詳細 

□ ほぼ全ての発注で実施している 

□ 大半の発注で実施している 

□ 一部の発注で実施している 

□ 実施していない 

具体的な措

置の内容 
 

実施してい

ない理由 
 

③ 配車計画及び運行計画を作成する機能を有する情報処理システムの導入を行うことその他の措

置により、配車計画又は運行経路の最適化を行うこと。 

実施状況の詳細 

□ ほぼ全ての発注で実施している 

□ 大半の発注で実施している 

□ 一部の発注で実施している 

□ 実施していない 

具体的な措

置の内容 
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実施してい

ない理由 
 

④ ①～③に掲げる取組が適切かつ円滑に行われるよう、開発、生産、流通、販売、調達、在庫管理

その他の貨物の運送に関係する業務に係る各部門間の連携を促進すること。 

実施状況の詳細 

□ ほぼ全てで実施している 

□ 大半で実施している 

□ 一部で実施している 

□ 実施していない 

具体的な措

置の内容 
 

実施してい

ない理由 
 

運転者の 

荷待ち時間の 

短縮に関する 

措置 

① 停留場所の数その他の条件により定まる荷役をすることができる車両台数を上回り一時に多数

の貨物自動車が集貨又は配達を行うべき場所に到着しないよう、当該場所の状況を把握することそ

の他の措置により、貨物の受渡しを行う日及び時刻又は時間帯を分散させること。 

実施状況の詳細 

（特定第一種荷主との間で貨

物に係る寄託契約を締結した

者が管理する施設を除く。） 

□ ほぼ全ての発注で実施している 

□ 大半の発注で実施している 

□ 一部の発注で実施している 

□ 実施していない 

具体的な措

置の内容 
 

実施してい

ない理由 
 

② 特定第一種荷主が管理する施設において到着時刻表示装置を導入し、及びこれを適切に活用する

ことその他の措置により、貨物自動車の到着の日及び時刻又は時間帯を調整すること。 

各施設における状況の詳細 

（特定第一種荷主との間で貨

物に係る寄託契約を締結した

者が管理する施設を除く。） 

□ 90％以上の施設で実施している 

□ 50％以上 90％未満の施設で実施している 

□ 0％超 50％未満の施設で実施している 

□ 実施していない 

具体的な措

置の内容 
 

実施してい

ない理由 
 

③ 特定第一種荷主との間で貨物に係る寄託契約を締結した者に対する寄託物の入庫又は出庫の発

注を早期に行うことその他の措置により、当該者が管理する施設における貨物の受渡しを行う日及

び時刻又は時間帯を分散させること。 

実施状況の詳細 

□ ほぼ全ての発注で実施している 

□ 大半の発注で実施している 

□ 一部の発注で実施している 

□ 実施していない 
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具体的な措

置の内容 
 

実施してい

ない理由 
 

運転者の 

荷役等時間の 

短縮に関する 

措置 

① 荷役等の効率化を図ること。 

 

①-1 パレットその他の荷役の効率化に資する輸送用器具を導入すること。 

実施状況の詳細 

□ ほぼ全ての発注で導入している 

□ 大半の発注で導入している 

□ 一部の発注で導入している 

□ 導入していない 

□ 該当なし 

①-2 一貫パレチゼーションの実現のために標準仕様パレットその他の標準化された規格に適合

するパレットを使用すること。 

実施状況の詳細 

□ ほぼ全ての発注で使用している 

□ 大半の発注で使用している 

□ 一部の発注で使用している 

□ 使用していない 

□ 該当なし 

①-3 運転者の荷役等を省力化するための貨物の荷造りを行うこと。 

実施状況の詳細 

□ ほぼ全ての発注で実施している 

□ 大半の発注で実施している 

□ 一部の発注で実施している 

□ 実施していない 

□ 該当なし 

①-4 フォークリフトを適切に配置すること。 

各施設における状況の詳細 

（特定第一種荷主との間で

貨物に係る寄託契約を締結

した者が管理する施設を除

く。） 

□ 90％以上の施設で実施している 

□ 50％以上 90％未満の施設で実施している 

□ 0％超 50％未満の施設で実施している 

□ 実施していない 

□ 該当なし 

①-5 荷役等を行う人員を適切に配置すること。 

各施設における状況の詳細 

（特定第一種荷主との間で

貨物に係る寄託契約を締結

した者が管理する施設を除

く。） 

□ 90％以上の施設で実施している 

□ 50％以上 90％未満の施設で実施している 

□ 0％超 50％未満の施設で実施している 

□ 実施していない 

①-6 ①-1～5 以外の措置により、荷役等の効率化を図ること。 

実施状況の詳細 

□ ほぼ全てで実施している 

□ 大半で実施している 

□ 一部で実施している 

□ 実施していない 

具体的な措

置の内容 
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実施してい

ない理由 
 

② 検査の効率化を図ること。 

 

②-1 第二種荷主、倉庫業者又は貨物自動車運送事業者等に対して貨物に係る情報を事前に通知す

ること。 

実施状況の詳細 

□ ほぼ全ての発注で実施している 

□ 大半の発注で実施している 

□ 一部の発注で実施している 

□ 実施していない 

②-2 検査を効率的に実施するための機械を導入すること。 

各施設における状況の詳細 

（特定第一種荷主との間で

貨物に係る寄託契約を締結

した者が管理する施設を除

く。） 

□ 90％以上の施設で導入している 

□ 50％以上 90％未満の施設で導入している 

□ 0％超 50％未満の施設で導入している 

□ 導入していない 

□ 該当なし 

②-3 ②-1 及び 2 以外の措置により、検査の効率化を図ること。 

実施状況の詳細 

□ ほぼ全てで実施している 

□ 大半で実施している 

□ 一部で実施している 

□ 実施していない 

具体的な措

置の内容 
 

実施してい

ない理由 
 

③ 荷役等に係る停留場所を貨物の量に応じて適正に確保することその他の措置により、荷役等を円

滑に行うことができる環境を整えること。 

各施設における状況の詳細 

（特定第一種荷主との間で貨

物に係る寄託契約を締結した

者が管理する施設を除く。） 

□ 90％以上の施設で実施している 

□ 50％以上 90％未満の施設で実施している 

□ 0％超 50％未満の施設で実施している 

□ 実施していない 

具体的な措

置の内容 
 

実施してい

ない理由 
 

実効性の確保 

① 効率化のための取組に関する責任者の選任その他の必要な体制の整備を行うこと。 

実施状況の詳細 

□ 実施している 

□ 一部で実施している 

□ 実施していない 

具体的な措

置の内容 
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実施してい

ない理由 
 

② 従業者に対し、効率化のための取組に関する研修の実施その他の措置を講ずること。 

実施状況の詳細 

□ 実施している 

□ 一部で実施している 

□ 実施していない 

具体的な措

置の内容 
 

実施してい

ない理由 
 

③ 運転者の荷待ち時間等及び運転者一人当たりの一回の運送ごとの貨物の重量の状況並びに効率

化のために実施した取組及びその効果を適切に把握すること。 

実施状況の詳細 

□ 実施している 

□ 一部実施している 

□ 実施していない 

具体的な措

置の内容 
 

実施してい

ない理由 
 

④ 特定第一種荷主との間で貨物に係る寄託契約を締結した者に対し、当該者が管理する施設におけ

る荷待ち時間等の短縮のための取組に関する提案をするとともに、当該者から当該提案を受けた場

合にあっては、当該提案に基づき必要な措置を講ずること。 

実施状況の詳細 

□ 実施している 

□ 一部で実施している 

□ 実施していない 

具体的な措

置の内容 
 

実施してい

ない理由 
 

⑤ 物資の流通に係るデータの標準化を実施することその他の措置により、物資の流通に関する多様

な主体との連携を通じた効率化のための取組の実施の円滑化を図ること。 

実施状況の詳細 

□ 実施している 

□ 一部で実施している 

□ 実施していない 

具体的な措

置の内容 
 

実施してい

ない理由 
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⑥ 運送役務の内容その他の事情に応じた価格の設定をすることその他の措置により、関係事業者が

貨物の運送に関する費用を把握することができるようにすること。 

実施状況の詳細 

□ 実施している 

□ 一部で実施している 

□ 実施していない 

具体的な措

置の内容 
 

実施してい

ない理由 
 

⑦ 国、消費者、関係団体及び関係事業者との連携を図るよう配慮すること。その際、必要に応じて

取引先に対し協力を求めること。 

実施状況の詳細 

□ 実施している 

□ 一部で実施している 

□ 実施していない 

具体的な措

置の内容 
 

実施してい

ない理由 
 

備考 

１ 特定第一種荷主は、各措置における「実施状況の詳細」及び「各施設における状況の詳細」につい

て、該当する状況にチェックを入れること。なお、「運転者の荷待ち時間の短縮に関する措置」の③

及び「実効性の確保」の④は「特定第一種荷主との間で貨物に係る寄託契約を締結した者が管理す

る施設」を対象として回答し、それ以外については「（特定第一種荷主との間で貨物に係る寄託契約

を締結した者が管理する施設を除く。）」旨の記載がない限り、「特定第一種荷主が管理する施設」及

び「特定第一種荷主との間で貨物に係る寄託契約を締結した者が管理する施設」を対象として回答

すること。 

２ 「具体的な措置の内容」は、補足がある場合の任意記載欄であるが、各号に例示された取組以外の

措置を講じている場合は必ずその内容を当該欄に記載すること。 

３ 「実施していない理由」は、「実施していない」を選択した場合のみ記載すること。なお、各号に例

示された取組の一部又は全部を実施しており、かつ、それ以外の措置を実施していない場合におい

ては、「実施していない理由」の欄の記載は任意とする。 

４ 「到着時刻表示装置」とは、施設における貨物の搬入及び搬出の状況に係る情報並びに当該情報を

利用して貨物自動車運送事業者等から提供された当該施設に到着する予定時刻に係る情報を管理

するシステムを使用して当該予定時刻に係る情報を表示する装置をいう。 

５ 「検査」とは、貨物の品質又は数量がこれらについて定める契約の内容に適合するかどうかの検査

をいう。 
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２ 特定第二種荷主 

対象項目 遵守状況 

運転者一人 

当たりの一回の運

送ごとの 

貨物の重量の 

増加に関する 

措置 

① 第一種荷主が「運転者一人当たりの一回の運送ごとの貨物の重量の増加に関する措置」の①

～③に掲げる取組を円滑に実施するため貨物の受渡しを行う日及び時刻又は時間帯について

協議したい旨を申し出た場合にあっては、これに応じて、必要な協力を行うこと。 

実施状況の詳細 

□ ほぼ全てで実施している 

□ 大半で実施している 

□ 一部で実施している 

□ 実施していない 

具体的な措

置の内容 
 

実施してい

ない理由 
 

② ①に掲げる取組が適切かつ円滑に行われるよう、開発、生産、流通、販売、調達、在庫管理

その他の貨物の受渡しに関係する業務に係る各部門間の連携を促進すること。 

実施状況の詳細 

□ ほぼ全てで実施している 

□ 大半で実施している 

□ 一部で実施している 

□ 実施していない 

具体的な措

置の内容 
 

実施してい

ない理由 
 

運転者の 

荷待ち時間の 

短縮に関する 

措置 

① 停留場所の数その他の条件により定まる荷役をすることができる車両台数を上回り一時に多

数の貨物自動車が集貨又は配達を行うべき場所に到着しないよう、当該場所の状況を把握する

ことその他の措置により、貨物の受渡しを行う日及び時刻又は時間帯を分散させること。 

実施状況の詳細 

（特定第二種荷主との間で貨物

に係る寄託契約を締結した者が

管理する施設を除く。） 

□ ほぼ全ての発注で実施している 

□ 大半の発注で実施している 

□ 一部の発注で実施している 

□ 実施していない 

具体的な措

置の内容 
 

実施してい

ない理由 
 

② 特定第二種荷主が管理する施設において到着時刻表示装置を導入し、及びこれを適切に活用

することその他の措置により、貨物自動車の到着の日及び時刻又は時間帯を調整すること。 

各施設における状況の詳細 

（特定第二種荷主との間で貨物

に係る寄託契約を締結した者が

管理する施設を除く。） 

□ 90％以上の施設で実施している 

□ 50％以上 90％未満の施設で実施している 

□ 0％超 50％未満の施設で実施している 

□ 実施していない 
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具体的な措

置の内容 
 

実施してい

ない理由 
 

③ 特定第二種荷主との間で貨物に係る寄託契約を締結した者に対する寄託物の入庫又は出庫の

発注を早期に行うことその他の措置により、当該者が管理する施設における貨物の受渡しを行

う日及び時刻又は時間帯を分散させること。 

実施状況の詳細 

□ ほぼ全ての発注で実施している 

□ 大半の発注で実施している 

□ 一部の発注で実施している 

□ 実施していない 

具体的な措

置の内容 
 

実施してい

ない理由 
 

運転者の 

荷役等時間の 

短縮に関する 

措置 

① 検査を効率的に実施するための機械を導入することその他の措置により、検査の効率化を図

ること。 

実施状況の詳細 

□ ほぼ全てで実施している 

□ 大半で実施している 

□ 一部で実施している 

□ 実施していない 

その他の措

置の内容 

 

実施してい

ない理由 
 

② 荷役等の効率化を図ること。 

 

②-1 フォークリフトを適切に配置すること。 

各施設における状況の詳細 

（特定第二種荷主との間で

貨物に係る寄託契約を締結

した者が管理する施設を除

く。） 

□ 90％以上の施設で実施している 

□ 50％以上 90％未満の施設で実施している 

□ 0％超 50％未満の施設で実施している 

□ 実施していない 

□ 該当なし 

②-2 荷役等を行う人員を適切に配置すること。 

各施設における状況の詳細 

（特定第二種荷主との間で

貨物に係る寄託契約を締結

した者が管理する施設を除

く。） 

□ 90％以上の施設で実施している 

□ 50％以上 90％未満の施設で実施している 

□ 0％超 50％未満の施設で実施している 

□ 実施していない 

②-3 ②-1 及び 2 以外の措置により、荷役等の効率化を図ること。 
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実施状況の詳細 

□ ほぼ全てで実施している 

□ 大半で実施している 

□ 一部で実施している 

□ 実施していない 

具体的な措

置の内容 
 

実施してい

ない理由 
 

③ 荷役等に係る停留場所を貨物の量に応じて適正に確保することその他の措置により、荷役等

を円滑に行うことができる環境を整えること。 

各施設における状況の詳細 

（特定第二種荷主との間で貨物

に係る寄託契約を締結した者が

管理する施設を除く。） 

□ 90％以上の施設で実施している 

□ 50％以上 90％未満の施設で実施している 

□ 0％超 50％未満の施設で実施している 

□ 実施していない 

具体的な措

置の内容 
 

実施してい

ない理由 
 

実効性の確保 

① 効率化のための取組に関する責任者の選任その他の必要な体制の整備を行うこと。 

実施状況の詳細 

□ 実施している 

□ 一部で実施している 

□ 実施していない 

具体的な措

置の内容 
 

実施してい

ない理由 
 

② 従業者に対し、効率化のための取組に関する研修の実施その他の措置を講ずること。 

実施状況の詳細 

□ 実施している 

□ 一部で実施している 

□ 実施していない 

具体的な措

置の内容 
 

実施してい

ない理由 
 

③ 運転者の荷待ち時間等及び運転者一人当たりの一回の運送ごとの貨物の重量の状況並びに効

率化のために実施した取組及びその効果を適切に把握すること。 

実施状況の詳細 

□ 実施している 

□ 一部で実施している 

□ 実施していない 
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具体的な措

置の内容 
 

実施してい

ない理由 
 

④ 特定第二種荷主との間で貨物に係る寄託契約を締結した者に対し、当該者が管理する施設に

おける荷待ち時間等の短縮のための取組に関する提案をするとともに、当該者から当該提案を

受けた場合にあっては、当該提案に基づき必要な措置を講ずること。 

実施状況の詳細 

□ 実施している 

□ 一部で実施している 

□ 実施していない 

具体的な措

置の内容 
 

実施してい

ない理由 
 

⑤ 物資の流通に係るデータの標準化を実施することその他の措置により、物資の流通に関する

多様な主体との連携を通じた効率化のための取組の実施の円滑化を図ること。 

実施状況の詳細 

□ 実施している 

□ 一部で実施している 

□ 実施していない 

具体的な措

置の内容 
 

実施してい

ない理由 
 

⑥ 運送役務の内容その他の事情に応じた価格の設定をすることその他の措置により、関係事業

者が貨物の運送に関する費用を把握することができるようにすること。 

実施状況の詳細 

□ ほぼ全てで実施している 

□ 一部で実施している 

□ 実施していない 

具体的な措

置の内容 
 

実施してい

ない理由 
 

⑦ 国、消費者、関係団体及び関係事業者との連携を図るよう配慮すること。その際、必要に応

じて取引先に対し協力を求めること。 

実施状況の詳細 

□ 実施している 

□ 一部で実施している 

□ 実施していない 

具体的な措

置の内容 
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実施してい

ない理由 
 

備考 

１ 特定第二種荷主は、各措置における「実施状況の詳細」及び「各施設における状況の詳細」につい

て、該当する状況にチェックを入れること。なお、「運転者の荷待ち時間の短縮に関する措置」の③

及び「実効性の確保」の④は「特定第二種荷主との間で貨物に係る寄託契約を締結した者が管理す

る施設」を対象として回答し、それ以外については「（特定第二種荷主との間で貨物に係る寄託契約

を締結した者が管理する施設を除く。）」旨の記載がない限り、「特定第二種荷主が管理する施設」及

び「特定第二種荷主との間で貨物に係る寄託契約を締結した者が管理する施設」を対象として回答

すること。 

２ 「具体的な措置の内容」は補足がある場合の任意記載欄であるが、各号に例示された取組以外の措

置を講じている場合は必ずその内容を当該欄に記載すること。 

３ 「実施していない理由」は、「実施していない」を選択した場合のみ記載すること。なお、各号に例

示された取組の一部又は全部を実施しており、かつ、それ以外の措置を実施していない場合におい

ては、「実施していない理由」の欄の記載は任意とする。 

４ 「到着時刻表示装置」とは、施設における貨物の搬入及び搬出の状況に係る情報並びに当該情報を

利用して貨物自動車運送事業者等から提供された当該施設に到着する予定時刻に係る情報を管理

するシステムを使用して当該予定時刻に係る情報を表示する装置をいう。 

５ 「検査」とは、貨物の品質又は数量がこれらについて定める契約の内容に適合するかどうかの検査

をいう。 
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Ⅲ Ⅱの他に実施した措置 

１ 特定第一種荷主 

対象項目 措置の内容 

運転者一人 

当たりの一回の 

運送ごとの 

貨物の重量の 

増加に関する 

措置 

 

運転者の 

荷待ち時間の 

短縮に関する 

措置 

 

運転者の 

荷役等時間の 

短縮に関する 

措置 

 

備考   特定第一種荷主は、Ⅱの他に実施した措置がある場合に記入すること。  
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２ 特定第二種荷主 

対象項目 措置の内容 

運転者一人 

当たりの一回の 

運送ごとの 

貨物の重量の 

増加に関する 

措置 

 

運転者の 

荷待ち時間の 

短縮に関する 

措置 

 

運転者の 

荷役等時間の 

短縮に関する 

措置 

 

備考   特定第二種荷主は、Ⅱの他に実施した措置がある場合に記入すること。  
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Ⅳ 荷待ち時間等の状況等 

１ 荷待ち時間等の状況（特定第一種荷主） 

１－１ 荷待ち時間等の計測対象の選定の詳細について 
選定の種類 選定の考え方等について 

計測対象施設 自ら管理する施設の数： 

計測対象期間  

計測対象運行  

備考 荷待ち時間等の計測について、サンプリングによる計測を行う場合、計測対象の最低値は以下の

とおりとし、その選定方法や、計測対象を変更した場合における変更理由を「選定の考え方等につい

て」に記載すること。 

・対象施設：取り扱う貨物重量の半分程度を把握することを念頭に、特定荷主自身が管理する全て

の施設から、年間において取扱貨物の重量が大きい施設又は実態を把握すべき施設 

・対象期間：四半期ごとに任意の連続した５営業日以上（前年度の実績に照らして、各四半期中最

も売上金額が低いと見込まれる月は対象外） 

・対象運行：原則として対象施設で計測した全ての運行 

 

１－２ 計測対象施設の一覧 
識別 施設の名称 施設の住所 計測手法 

（任意） 

    

    

    

    

 

１－３ １回の受渡しに係る荷待ち時間等の計測結果 
識別 １回の運送あたりの荷待ち時間等の平均時間（分） 

種類 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

 荷待ち

時間 

            

荷役等

時間 

            

荷待ち

時間等 

            

 荷待ち

時間 

            

荷役等

時間 

            

荷待ち

時間等 

            

備考 

１ １－２の「施設の名称」の欄には、１－１の「選定の考え方等について」において「計測対象施設」

の欄にて選定した計測対象施設について、施設の名称を記入すること。なお、欄が足りない場合に

は、欄の追加を行うこと。 

２ １－２の「計測手法」の欄には以下①～⑤から該当する番号を選択して、記載すること（複数選択

可）。 

①到着時刻表示装置その他のシステム等により計測 

②受付簿等により計測 

③計測要員による記録により計測 



- 39 - 

④トラックドライバー等からの情報提供により計測 

⑤その他の手法により計測 

３ １回の受渡しに係る荷待ち時間等の平均時間について、原則としては計測対象施設ごとに月別に算

出し報告することとするが、計測対象期間を選定した場合においては、連続して計測した期間ごと

に算出して報告すること。算出方法については、「連続して計測した期間における１回の受渡しに

係る荷待ち時間等の合計時間（付表１に記載の運行分を除く。）」を「連続して計測した期間におけ

る当該計測対象施設での受渡しの回数の合計（付表１に記載の運行分を除く。）」で除すること。 

４ 荷待ち時間と荷役等時間を分けて報告する場合は、「荷待ち時間等」の欄には「－」を記入すること。

荷待ち時間と荷役等時間を切り分けて把握することが困難な場合は、荷待ち時間等のみを記載し、

「荷待ち時間」の欄及び「荷役等時間」の欄には「－」を記入すること。 

５ 各計測対象施設において、特定第一種荷主としての貨物の受渡しと特定第二種荷主としての貨物の

受渡しを区別することが難しい場合については、それぞれの荷待ち時間等を区別せず、平均時間を

１－３にまとめて記載し、３にその旨を記載すること。 

 

付表１ 計測対象のうち荷待ち時間等の報告を省略する施設・運行に関する事業の特性等の詳細 
識別 報告省略の理由 安全性、衛生等の観点で荷役等時間を短縮することが難しい理由 

   

   

   

   

備考 「報告省略の理由」には、以下から該当する理由の番号を記載することとし、②と記載した場合

おいては、「安全性、衛生等の観点で荷役等時間を短縮することが難しい理由」の欄に理由を記載する

こと。 

①荷待ち時間等が１時間未満 

②業界特性等の理由 

 

  



- 40 - 

２ 荷待ち時間等の状況（特定第二種荷主） 

２－１ 荷待ち時間等の計測対象の選定の詳細について 
選定の種類 選定の考え方等について 

計測対象施設 自ら管理する施設の数： 

計測対象期間  

計測対象運行  

備考 荷待ち時間等の計測について、サンプリングによる計測を行う場合、計測対象の最低値は以下の

とおりとし、その選定方法や、計測対象を変更した場合における変更理由を「選定の考え方等につい

て」に記載すること。 

・対象施設：取り扱う貨物重量の半分程度を把握することを念頭に、特定荷主自身が管理する全て

の施設から、年間において取扱貨物の重量が大きい施設又は実態を把握すべき施設 

・対象期間：四半期ごとに任意の連続した５営業日以上（前年度の実績に照らして、各四半期中最

も売上金額が低いと見込まれる月は対象外） 

・対象運行：原則として対象施設で計測した全ての運行 

 

２－２ 計測対象施設の一覧 
識別 施設の名称 施設の住所 計測手法 

（任意） 

    

    

    

    

 

２－３ １回の受渡しに係る荷待ち時間等の計測結果 
識別 １回の受渡しに係る荷待ち時間等の平均時間（分） 

種類 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

 荷待ち

時間 

            

荷役等

時間 

            

荷待ち

時間等 

            

 荷待ち

時間 

            

荷役等

時間 

            

荷待ち

時間等 

            

備考 

１ ２－２の「施設の名称」の欄には、２－１の「選定の考え方等について」における「計測対象施設」

の欄にて選定した計測対象施設について、施設の名称を記入すること。なお、欄が足りない場合に

は、欄の追加を行うこと。 

２ ２－２の「計測手法」の箇所には以下①～⑤から該当する番号を選択して、記載すること（複数選

択可）。 

①到着時刻表示装置その他のシステム等により計測 

②受付簿等により計測 

③計測要員による記録により計測 

④トラックドライバー等からの情報提供により計測 
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⑤その他の手法により計測 

３ １回の受渡しに係る荷待ち時間等の平均時間について、原則としては計測対象施設ごとに月別に算

出し報告することとするが、計測対象期間を選定した場合においては、連続して計測した期間ごと

に算出して報告すること。算出方法については、「連続して計測した期間における１回の受渡しに

係る荷待ち時間等の合計時間（付表２に記載の運行分を除く。）」を「連続して計測した期間におけ

る当該計測対象施設での受渡しの回数の合計（付表２に記載の運行分を除く。）」で除すること。 

４ 荷待ち時間と荷役等時間を分けて報告する場合は、「荷待ち時間等」の欄には「－」を記入すること。

荷待ち時間と荷役等時間を切り分けて把握することが困難な場合は、荷待ち時間等のみを記載し、

「荷待ち時間」の欄及び「荷役等時間」の欄には「－」を記入すること。 

５ 各計測対象施設において、特定第一種荷主としての貨物の受渡しと特定第二種荷主としての貨物の

受渡しを区別することが難しい場合については、それぞれの荷待ち時間等を区別せず、平均時間を

２－３にまとめて記載し、３にその旨を記載すること。 

６ 特定第二種荷主としての貨物の受渡しと特定連鎖化事業者として特定連鎖対象者に日時を指示す

る貨物の受渡しとを区別することが難しい場合については、それぞれの荷待ち時間等を区別せず、

平均時間を２－３にまとめて記載し、３にその旨を記載すること。 

 

付表２ 計測対象のうち荷待ち時間等の報告を省略する施設・運行に関する事業の特性等の詳細 
識別 報告省略の理由 安全性、衛生等の観点で荷役等時間を短縮することが難しい理由 

   

   

   

   

備考 「報告省略の理由」には、以下から該当する理由の番号を記載することとし、②と記載した場合

おいては、「業界特性等を踏まえ荷役等の業務に要する時間が安全性又は衛生等の観点から短縮す

ることが難しい理由」の欄に理由を記載するものとする。 

①荷待ち時間等が１時間未満 

②業界特性等の理由 
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３ 荷待ち時間等の状況に関する参考情報 

区分 参考情報 

特定第一種

荷主 

 

特定第二種

荷主 

 

備考 当該特定荷主自らが管理する施設数に増減があった場合に、その旨及び理由を記入すること。 

また、その他荷待ち時間等の状況に関し、参考となる情報を記入すること。 

 

４ 貨物に係る寄託契約等を締結した者が管理する施設における寄託契約の締結先との連携状況等に

ついて 

区分 
寄託契約等締結先の

名称 
住所 荷待ち時間等の短縮に向けた連携状況 

特定第一種

荷主 

   

   

   

   

   

特定第二種

荷主 

   

   

   

   

   

備考 欄が足りない場合には、欄の追加を行うこと。 

 

５ 貨物に係る寄託契約等を締結した者が管理する施設における荷待ち時間等の状況に関する参考情

報 

区分 参考情報 

特定第一

種荷主 

 

特定第二

種荷主 
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写 
真 

 

様式第６（第 12条関係） 

（第１面） 

（第２面） 

 

（備考）１ この証明書は、用紙１枚で作成することとする。 

２ 法令の条項の欄に、この証明書を使用して行う立入検査等に係る法令の条項を記載

すること。 

３ 該当の有無の欄に、立入検査等をする職権を有する場合は「○」を、有しない場合

は「－」を記載すること。 

４ 記載する法令の条項の数に応じて、行を適宜追加すること。第２面については、そ

の全部又は一部を裏面に記載することができる。 

５ 裏面には、参照条文を記載することができる。 

６ この証明書の記載事項については、必要に応じて英文を併記の上、発行することが

できる。 

 

 

第   号 

立入検査等をする職員の携帯する身分を示す証明書 

 

職  名 

       

氏  名 

 

生年月日   年  月  日生 

  

 

年  月  日交付 

   年  月  日限り有効 

        

発 行 者   印 

 

 この証明書を携帯する者は、下表に掲げる法令の条項のうち、該当の有無の欄に丸印のあ

る法令の条項により立入検査等をする職権を有するものです。 

法 令 の 条 項 該当の有無 
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附 

則 
（
施
行
期
日
） 

第
一
条 

こ
の
命
令
は
、
流
通
業
務
の
総
合
化
及
び
効
率
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
及
び
貨
物
自
動
車
運
送
事
業
法
の

一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
六
年
法
律
第
二
十
三
号
）
附
則
第
一
条
第
五
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
（
令

和
八
年
四
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。 

（
経
過
措
置
） 

第
二
条 

令
和
八
年
度
に
お
い
て
は
、
第
六
条
第
一
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
中
「
毎
年
度
七
月
末
日
ま

で
に
」
と
あ
る
の
は
、
「
令
和
八
年
十
月
末
日
ま
で
に
」
と
す
る
。 

 




